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北海道内のブロードバンドサービスの現状

出典）「北海道のブロードバンド化に関する調査報告書」
　　　　　　　　　　平成１３年９月（北海道新聞情報研究所）
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道内地方自治体の地域情報基盤整備に関する取組の現状 
 
 
【地域インターネット導入促進事業】 
（事業概要） 
地域住民がインターネットをはじめとする情報通信を活用した行政サービスを
享受出来る体制を整備する市町村に対して、「ハード事業補助金」と「ソフト事
業補助金」の２つの補助金により支援 
（実施市町村） 
○平成１１年度第 2 次補正予算 
美唄市、滝川市、登別市、七飯町、大成町、仁木町、妹背牛町、東神楽町、
東川町、訓子府町、大滝村、音更町、本別町 

○平成１２年度補正予算 
上磯町、江差町、島牧村、ニセコ町、美瑛町、風連町、浜頓別町、士幌町、
芽室町 

○平成１３年度予算 
八雲町、穂別町 

 
【地域イントラネット基盤施設整備事業】 
（事業概要） 
地域の教育、行政、福祉、医療、防災等の高度化を図るため、インターネット
技術で築く地域の高速 LAN（地域イントラネット）の整備に取り組む地方公共
団体等を支援 
（実施市町村） 
○平成１０年度 
旭川市、深川市 

○平成１２年度 
稚内市、女満別町 

○平成１２年度補正予算 
江別市、千歳市、滝川市、深川市、登別市、恵庭市、長沼町、女満別町、 
訓子府町、置戸町、追分町、大樹町 

○平成１３年度予算 
富良野市、別海町、北広島市、猿払村 

 
【広域的地域情報通信ネットワーク基盤施設整備事業】 
（事業概要） 
地域の広域行政ニーズに対応する広域的な先進的情報通信ネットワークの整備
に取り組む複数の地方公共団体の連携主体を支援 
（実施市町村） 
○平成１３年度予算 
北広島市及び恵庭市 
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【マルチメディア街中にぎわい創出事業】 
（事業概要） 
誰もが手軽に情報通信を活用して、タウン情報の入手、公共施設の予約、行政
相談等ができる機能や、マルチメディアに慣れ親しむ展示・研修・交流機能を
併せ持った施設を中心市街地に整備する地方公共団体等に対して支援 
（実施市町村） 
○平成１３年度予算 
追分町 

 
【自治体ネットワーク施設整備事業】 
（事業概要） 
高度なネットワークを通じて、市役所、学校、病院等の公共施設を接続し、公
共分野（行政、教育、医療、福祉等）のアプリケーション開発・導入を図ると
ともに、その効用を全国に普及することに資する施設の整備を支援 
（実施市町村） 
○平成８年度予算 岩見沢市 
○平成９年度予算 北見市 
○平成１０年度予算 深川市、夕張市、苫前町 
○平成１１年度予算 古平町、猿払村 
○平成１３年度予算 幌延町 
 
【テレワークセンター施設整備事業】 
（事業概要） 
情報通信で都市と地方、あるいは都市と郊外の間を結ぶことで、立地条件にと
らわれることなく通信回線で仕事の成果のやりとりができるテレワークを行う
ための拠点となる、地域住民が共同で使用できる施設の整備を支援 
（実施市町村） 
○平成１０年度予算 岩見沢市 
 
【新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業】 
（事業概要） 
自主放送の実施により地域に密着した映像情報（行政情報、気象情報等）を提
供するケーブルテレビ施設、叉は、双方向で、高度なアプリケーションサービ
スを提供するケーブルテレビ施設の整備を支援 
（実施市町村） 
○平成８年度予算 岩見沢市、池田町 
○平成１０年度予算 帯広市 
○平成１１年度予算 旭川市 
○平成１２年度予算 札幌市 
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【先進的情報通信システムモデル都市構築事業】 
（事業概要） 
２１世紀型のマルチメディア未来都市の先行実現を図り、高度情報通信社会の
構築を加速・推進するため、経済産業省と連携してモデル地域を選定し、行政、
教育、医療、防災等複合的機能を持つ先進的情報通信システムの整備等を支援 
（実施市町村） 
○平成９年度予算 別海町 
○平成１３年度予算 室蘭市、美唄市 
 
【通信・放送研究成果展開事業】 
（事業概要） 
○マルチメディア・パイロットタウン構想 
通信・放送分野の基礎的な要素技術を組み合わせたシステムの研究開発を推進 
平成９年度予算：札幌市、岩見沢市、 
平成１０年度予算：千歳市 

○創造的通信・放送システム開発事業 
通信・放送機構が教育、交通、福祉等国民生活に身近なサービスの向上、コンテンツ

の円滑な流通を促進する汎用的なシステム構築技術についての研究開発を展開 
平成１０年度予算：深川市・栗山町 

○都市コミュニティ研究成果展開事業 
通信・放送機構が、上記の「マルチメディア・パイロットタウン構想」を拡充し、複

数のマルチメディアモデルを一体的に展開 
平成１０年度予算：岩見沢市、札幌市 
 

【田園地域マルチメディアモデル整備事業】 
（事業概要） 
高度情報化による農業・農村の振興を図る観点から、農村地域の高度情報化の
ガイドラインを策定するため、ＣＡＴＶ施設等を核とした高速、大容量及び双
方向の通信を可能とする情報基盤をモデル的に整備する事業を支援 
（実施市町村） 
○平成９年度予算 池田町 
○平成１１年度予算 西興部村 
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日本国内における情報通信基幹網の現状

出典）「平成１３年度情報通信白書」（総務省）







地域別の加入者系光ファイバ網整備率見通し

２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度

政令指定都

市・県庁所 ９４％ ９５％ ９６％ ９６％ ９７％

在地級都市

人口１０万

以上の都市 ９２％ ９３％ ９４％ ９５％ ９５％

人口１０万

未満の地域 ６２％ ６７％ ７０％ ７３％ ７５％

過疎地域 ２４％ ２８％ ３１％ ３４％ ３６％

出典 「21世紀における情報通信ネットワーク整備に関する懇談会最終報告書 （H13.8.3）） 」

注）加入者系ネットワークのうち、民間電気通信事業者の通信センタ施設から集線点までの

部分における光ファイバ網の敷設について、①当該区間の光化を行うことにかかる整備

コスト及び整備後１０年間の保守管理・運用費用の合計と、②当該集線点がカバーする

エリアの一般利用世帯が光ファイバ網を活用した超高速インターネットアクセスサービ

スに加入することにより得られる収入を比較し、①≦②となれば、当該区間の光ファイ

バ網敷設を行うことについて経済的合理性があるものとして、民間事業者による光ファ

イバ網敷設が行われるものと仮定して、全事業社集線点のうち、この経済的合理性の得

られる事業者集線点の比率を試算したもの。

‐ ‐8
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【ソフト系 IT 産業の都道府県別集積状況（事業所数・構成比）】 

 
出典）「ソフト系 IT 産業の実態調査」（国土交通省 2001.8.22） 

 

 
 



順位 都市名 計 割合 順位 都市名 計 割合
1 東京２３区 9,713 28% 1 港区 1,311 4%
2 大阪市 2,646 8% 2 千代田区 1,235 4%
3 名古屋市 1,240 4% 3 新宿区 1,190 3%
4 横浜市 1,137 3% 4 渋谷区 1,188 3%
5 福岡市 966 3% 5 中央区 842 2%
6 札幌市 903 3% 6 大阪市中央区 775 2%
7 仙台市 513 1% 7 豊島区 588 2%
8 広島市 509 1% 8 大阪市北区 578 2%
9 神戸市 409 1% 9 福岡市博多区 546 2%

10 川崎市 388 1% 10 品川区 505 1%
11 京都市 369 1% 11 名古屋市中区 503 1%
12 岡山市 285 1% 12 札幌市中央区 444 1%
13 金沢市 283 1% 13 台東区 436 1%
14 新潟市 253 1% 14 大阪市淀川区 398 1%
15 浜松市 252 1% 15 大阪市西区 368 1%
16 北九州市 238 1% 16 文京区 361 1%
17 熊本市 223 1% 17 世田谷区 325 1%
18 静岡市 218 1% 18 仙台市青葉区 305 1%
19 松山市 205 1% 19 大田区 250 1%
20 長野市 199 1% 19 福岡市中央区 250 1%
21 千葉市 198 1% 21 神戸市中央区 236 1%
22 高松市 194 1% 22 広島市中区 235 1%
23 鹿児島市 168 23 江東区 217 1%
24 富山市 157 24 名古屋市中村区 201 1%
25 宇都宮市 152 25 横浜市西区 196 1%
26 福井市 149 26 目黒区 187 1%
27 八王子市 147 27 横浜市中区 181
28 前橋市 142 28 杉並区 176
29 高知市 141 29 中野区 173
30 盛岡市 140 30 横浜市港北区 170
31 高崎市 131 31 横浜市神奈川区 168
32 徳島市 129 32 名古屋市東区 113
33 岐阜市 128 32 北九州市小倉北区 113
34 吹田市 126 34 江戸川区 112
35 大分市 125 35 練馬区 111
36 浦和市 119 36 札幌市北区 108
37 松本市 118 37 墨田区 107
38 相模原市 116 38 北区 106
39 大宮市 115 39 京都市下京区 104
40 福山市 113 40 京都市中京区 103
41 府中市 111
41 長崎市 111
41 那覇市 111 注意：
44 沼津市 109 １．ソフト系ＩＴ産業は以下の３業種
44 姫路市 109 　ソフトウェア業
46 水戸市 106 　情報処理サービス
47 立川市 105 　インターネット
47 和歌山市 105 ２．割合の母数は全国の３業種総数（３５，２０７）
49 秋田市 100

　　出典）「ソフト系ＩＴ産業の実態調査」（国土交通省　２００１．８．２２）

ソフト系ＩＴ産業（３業種）の市区町村別事業所数（２００１年３月）

出所：ＮＴＴタウンページデータを国土交通省にて再編加工
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北海道の情報処理産業の売上高の推移
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急速に集積が進む札幌駅北口の情報企業

平成６年度 平成１０年度 １０ＦＹ／６ＦＹ

事業所数 8 19 ２．４倍

売上高（百万円） 1811 5570 ３．１倍

従業者数（人） 153 443 ２．９倍
※対象地域は便宜上、北６～１０条、西１～６丁目に囲まれた
　地域とした。

出典）「北海道情報処理産業実態調査」（北海道通商産業局）

札幌市計
７８．１％

道内情報産業の地域別事業所数の現状
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都市別情報処理産業売上推移

出典）「特定サービス産業実態調査報告書」（経済産業省）
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出典：「移動体通信加入数の現況」（北海道総合通信局）
　　　　「住民基本台帳人口」（総務省統計局）

携帯電話普及率の推移
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 ２７

主要国における固定電話と携帯電話の利用の現状 

 

国  名 固定電話普及率 携帯電話普及率 

日  本 ５８．６ ５０．５ 

北 海 道 ４０．６ ４６．９ 

米  国 ７３．２ ３９．３ 

英  国 ５８．４ ６７．３ 

フィンランド ５５．２ ７８．４ 

スウェーデン ７０．５ ７１．８ 

出典）「情報通信ハンドブック 2002 年版」（㈱情報通信総合研究所）及 

び「移動体通信加入数の現況」（北海道総合通信局）を基に国土交通 

 省北海道局において作成。 

注）「固定電話普及率」及び「携帯電話普及率」は 2000 年末現在 

のデータを使用。但し、日本、北海道、英国の固定電話普及率は 

2001 年３月時点のデータを使用。 




















